
議案第   号 

宝塚市特別職の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例の制定について 

 宝塚市特別職の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例を次のとおり制定する

ものとする。 

 令和３年（２０２１年）５月  日提出 

宝塚市長 山 﨑 晴 恵 

 

宝塚市条例第  号 

宝塚市特別職の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例 

（宝塚市特別職の職員の給与に関する条例の一部改正） 

第１条 宝塚市特別職の職員の給与に関する条例（昭和２９年条例第２１号）の一部を次

のように改正する。 

附則第２項中「令和２年６月１日から令和３年３月３１日まで」を「令和３年６月１

日 か ら 令 和 ６ 年 ３ 月 ３ １ 日 ま で 」 に 、 「 「 ９ ７ ８ ， ０ ０ ０ 円 」 と あ る の は 

「８８０，２００円」」を「「１，０７２，４００円」とあるのは「９６５，１００円」」

に、「「７９５，８００円」とあるのは「７４０，０００円」」を「「８８１，１００

円」とあるのは「８１９，４００円」」に、「「６８２，０００円」とあるのは 

「６４７，９００円」」を「「７５８，１００円」とあるのは「７２０，１００円」」

に改める。 

（宝塚市上下水道事業管理者の給与に関する条例の一部改正） 

第２条 宝塚市上下水道事業管理者の給与に関する条例（昭和４４年条例第２０号）の一

部を次のように改正する。 

附則第２項中「令和２年６月１日から令和３年３月３１日まで」を「令和３年６月１

日 か ら 令 和 ６ 年 ３ 月 ３ １ 日 ま で 」 に 、 「 「 ６ ８ ２ ， ０ ０ ０ 円 」 と あ る の は 

「６４７，９００円」」を「「７５８，１００円」とあるのは「７２０，１００円」」

に改める。 

（宝塚市病院事業管理者の給与に関する条例の一部改正） 

第３条 宝塚市病院事業管理者の給与に関する条例（平成１７年条例第２１号）の一部を

次のように改正する。 

附則第２項中「令和２年６月１日から令和３年３月３１日まで」を「令和３年６月１



日 か ら 令 和 ６ 年 ３ 月 ３ １ 日 ま で 」 に 、 「 「 ６ ８ ２ ， ０ ０ ０ 円 」 と あ る の は 

「６４７，９００円」」を「「７５８，１００円」とあるのは「７２０，１００円」」

に改める。 

附 則 

この条例は、令和３年６月１日から施行する。 

 



議案第   号 

 宝塚市特別職の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例の制定について 

宝塚市特別職の職員の給与に関する条例(昭和29年条例第21号)新旧対照表(第1条による改正関

係) 

現行 改正案 

附 則 附 則 

(職員の給料月額の特例) (職員の給料月額の特例) 

2 令和2年6月1日から令和3年3月31日までの

間に限り、第2条の規定の適用については、

第2条第1号中「978,000円」とあるのは 

「880,200円」と、同条第2号中「795,800円」

とあるのは「740,000円」と、同条第3号中

「682,000円」とあるのは「647,900円」と

する。 

2 令和3年6月1日から令和6年3月31日までの

間に限り、第2条の規定の適用については、

第2条第1号中「1,072,400円」とあるのは 

「965,100円」と、同条第2号中「881,100円」

とあるのは「819,400円」と、同条第3号中

「758,100円」とあるのは「720,100円」と

する。 

 



宝塚市上下水道事業管理者の給与に関する条例(昭和44年条例第20号)新旧対照表(第2条による改

正関係) 

現行 改正案 

(管理者の給料月額の特例) (管理者の給料月額の特例) 

2 第2条の規定の適用については、令和2年6

月1日から令和3年3月31日までの間に限り、

同条中「682,000円」とあるのは「647,900

円」とする。 

2 第2条の規定の適用については、令和3年6

月1日から令和6年3月31日までの間に限り、

同条中「758,100円」とあるのは「720,100

円」とする。 

 



宝塚市病院事業管理者の給与に関する条例(平成17年条例第21号)新旧対照表(第3条による改正関

係) 

現行 改正案 

附 則 附 則 

(管理者の給料月額の特例) (管理者の給料月額の特例) 

2 第2条の規定の適用については、令和2年6

月1日から令和3年3月31日までの間に限り、

同条中「682,000円」とあるのは「647,900

円」とする。 

2 第2条の規定の適用については、令和3年6

月1日から令和6年3月31日までの間に限り、

同条中「758,100円」とあるのは「720,100

円」とする。 

 

 

 



都市経営会議資料 

総務部人事室給与労務課 

 

 

 

 

１ 趣旨 

現在、令和３年度から５年度にかけて行財政経営基盤の強化に向けた取組を集中的に

進めており、この取組を一層推進するため、特別職及び管理職の一般職の給与の減額を行

う。 

なお、減額した予算は、職員の事務負担を軽減し、事務効率の改善に寄与できるような

ＤＸ等行財政経営基盤の強化につながる取組での活用を検討する。 

 

２ 減額内容（令和３年度一般会計・特別会計６月補正予算計上額） 

 （１）特別職 

給料月額カット（市長１０％、副市長７％、教育長５％） 

※公営企業管理者は教育長と同じ 

※カットは期末手当にも反映 

 

 

 

 

 

（２）管理職の一般職 

 給料月額カット（技監・部長・参事・室長５％、課長・副課長４％） 

※カットは期末勤勉手当及び地域手当にも反映 

 

 

 

 

３ 実施時期 

 令和３年（2021 年）６月１日から約３年間（令和５年度末（令和６年３月３１日） 

までを予定） ※期末勤勉手当には令和３年６月期から反映 

    （千円） 

年度 市長 副市長 教育長 計 

 R3 ▲1,872 ▲ 1,116 ▲ 680 ▲ 3,668 

    （千円） 

年度 一般会計 国保特会 介護特会 計 

R3 ▲ 62,084 ▲ 304 ▲ 280 ▲ 62,668 

特別職及び管理職の一般職の給与減額の概要 


